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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　コスタ・リカ共和国政府は、経済自立促進、経済基盤強化および産業発展と民政の向上の両立

をめざして、既存産業の効率と生産性の向上と雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積

極的に促進することに力を注いでいます。特に生産性向上分野は、コスタ・リカ企業の人材の育

成および近代化を通じて、コスタ・リカ共和国の産業の発展に大きく貢献する分野であると認識

されています。

　今回、新規案件を要請してきた中米域内産業技術育成センター（CEFOF）に対しては、1992年

９月から1997年８月まで「中米域内産業技術育成センタープロジェクト」を実施しており、この

プロジェクトは成功裏に終了し、現在CEFOFが実施している5 Sを中心とした研修事業は、コス

タ・リカ共和国内外において高く評価されています。

　近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが大きく変化して

おり、センターが今後とも国内外において生産性向上にかかわる技術・情報の発信基地としての

位置づけを維持するには、技術の向上およびサービス内容の拡充が必要であることから、1997年

１月に本要請がありました。

　我が国はこの要請に応え、2000年１月に基礎調査団を派遣し、要請分野に関連する国家開発計

画との整合性、中小企業のニーズおよび実施体制を調査することによって、プロジェクト方式技

術協力案件としての本要請の妥当性を確認しました。その結果を踏まえ、2000年４月２日から４

月13日まで事前調査団を派遣し、コスタ・リカ側関係機関と技術移転分野および技術移転項目を

絞り込むとともに、プロジェクトの基本計画および投入計画について協議し、確認・合意できた

事項について議事録（Minutes of Discussions: M/D）に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査団の派遣に関しご協力いただいた日本ならびにコスタ・リカ両国の関係各位に

対し、深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　2000年４月
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第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯第１章　事前調査団派遣の経緯

１－１　要請の背景

　コスタ・リカ政府は、経済自立促進、経済基盤強化と産業発展ならびに民政の向上の両立をめ

ざし、1985年から始まった第６次経済社会開発５カ年計画のなかで、既存産業の効率と生産性の

向上、雇用機会の増大を図り、科学技術の振興を積極的に促進することに力を注いでいる。

　その一環としてコスタ・リカ政府は、中米域内の産業技術者育成に資するために、教育省の傘

下に「中米域内産業技術育成センター（CEFOF）」を設立することを計画し、1989年５月および

７月に我が国に対して中米域内産業技術育成計画にかかる無償資金協力およびプロジェクト方式

技術協力をそれぞれ要請してきた。

　この結果、「コスタ・リカを含む中米諸国の産業発展に役立つ人材の育成を図るセンターが自

主運営できるよう、適切な技術をコスタ・リカ側カウンターパートに技術指導する」ことを目的

として、1992年９月から1997年８月までプロジェクト方式技術協力を実施し、生産管理・品質管

理（工業一般、繊維・アパレル、食品）および情報処理（データベース、システム分析設計、オ

ペレーティングシステム、アプリケーションソフトウェア）の分野にかかわる技術移転を行った。

　しかしながら、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが大きく

変化しており、センターが今後ともコスタ・リカのみならず近隣諸国も含めた生産性向上にかか

わる技術・情報の発信基地としての位置づけを維持するには、技術の向上とサービス内容の拡充

が必要であることから、1997年１月、我が国に対して新たなプロジェクト方式技術協力を要請し

てきた。

　これに対し、我が国は、上記プロジェクト終了後２年以上が経過していることから、2000年１

月に基礎調査団を派遣した。この調査では、プロジェクト方式技術協力スキームとODA予算の現

状を説明したうえで、コスタ・リカ政府、CEFOFの所管官庁である科学技術庁などの要請分野に

関連する政策、要請分野の現状、CEFOFがターゲットとする中小企業のニーズ、ならびにCEFOF

の組織および活動状況の調査を行った結果、今回の要請が新規のプロジェクト方式技術協力の案

件として適当であることを確認した。そのうえでコスタ・リカ側の実施体制を確認するとともに、

プロジェクトの協力範囲を、技術移転分野としては、生産管理、品質管理、経営管理および生産

性統計/普及促進の４分野に一応の絞り込みを行ったところである。

１－２　派遣の目的と主要調査項目

　今次事前調査は、プロジェクトの実施機関の体制とターゲットグループのニーズを再確認する

とともに、日本側の国内支援体制と現行のカウンターパートの技術力を勘案し、技術移転分野の

再確認および技術移転項目の絞り込みを行う。また、プロジェクトの基本計画および投入計画な
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どについて、コスタ・リカ側と協議し、その結果をミニッツとして取りまとめ、署名・交換する

ことを目的として派遣する。

　今次調査の主要調査項目は以下のとおり。

(1) プロジェクトの実施体制の再確認

　（予算、サービス内容、カウンターパートの技術力、施設・機材などの現状確認）

(2) ターゲットグループおよびニーズの再確認

(3) 技術移転内容の絞り込み

１）技術移転分野の再確認

２）技術移転項目

３）技術移転の方法〔座学、実技、オンザジョブ・トレーニング（OJT）など〕

４）育成すべき人材および協力終了時のイメージ（専門分野、レベル）

５）コンサルテーションサービスの内容・方法のイメージおよび対象企業の選定

６）情報技術分野の取り扱い

(4) プロジェクト基本計画の協議

(5) 計画管理諸表の作成

１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

２）技術協力計画（TCP）

３）活動計画（PO）

４）暫定実施計画（TSI）

(6) 投入計画の作成

１）日本側

ａ）専門家派遣（指導科目および派遣スケジュール）

ｂ）研修員受入れ（受入基本計画）

ｃ）機材供与〔機材計画（情報技術分野における機材機器供与の必要性の検討を含む）、現

地調達の可能性調査など〕

２）コスタ・リカ側

ａ）カウンターパート配置（人数、経歴、技術レベル、現状の従事業務などを勘案し、各分
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野ごとにカウンターパートを確定する）

ｂ）施設・機材

ｃ）ローカルコスト

(7) 専門家生活環境調査

１－３　調査団員

氏　　名 担当業務 所　　　　　属

三木　常靖 団長・総括 国際協力事業団　国際協力総合研修所　国際協力専門員

藤原　秀平 技術協力計画 通商産業省　技術協力課　海外開発協力係長

井上　　孜 機材・研修計画 (財) 社会経済生産性本部　情報開発部　参与

黒田　和光 技術移転計画 (財) 社会経済生産性本部　国際部　課長

吉田　明弘 協力企画
国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課
ジュニア専門員
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１－４　調査日程

日　　　程日
順

月日(曜日)
団長、協力企画 技術協力計画 技術移転計画 機材・研修計画

14:55　成田発（JL046）
12:40　ダラス着
17:30　ダラス発（AA2165）

１ ４月２日 (日)

20:37　サンホセ着
 9:00　JICAコスタ・リカ事務所打合せ 現有機器の現況確認
11:00　在コスタ・リカ日本国大使館表敬

カウンターパ
ートとの面談

 3:00　Kick off meeting at CEFOF
　　　（科学技術省次官、所長、総務部長、アカデミックディレクターが出席）

２ ３日 (月)

18:00　CEFOF主催夕食会
 8:00　米州開発銀行との意見交換 現有機器の現況確認
 9:45　国際労働機関との意見交換
11:30　中米経済統合銀行との意見交換

カウンターパ
ートとの面談 情報処理部門のカウンターパ

ートとの面談
15:00　PRONAMYPE（零細小企業国家プログラムの実施
　　　 機関）との意見交換

３ ４日 (火)

16:45　CEFOF理事との意見交換
 8:30　National Bankとの意見交換 現有機器の現況確認
10:00　CEFOF理事との意見交換

４ ５日 (水)

午 後　CEFOF理事との意見交換、プロジェクサイト視察

カウンターパ
ートとの面談 情報処理部門のカウンターパ

ートとの面談
５ ６日 (木)終 日　コスタ・リカ側との協議（プロジェクト基本計画、技術移転の内容、計画管理諸表）

終 日　コスタ・リカ側との協議（技術移転の内容、投入計画の検討、供与機材計画）６ ７日 (金)
19:00　在コスタ・リカ日本国大使主催夕食会
団内打合せ  7:30　サンホセ発

　　　（MX386）
７ ８日 (土)

11:25　メキシコ市着
団内打合せ  8:40　メキシコ市発

　　　（MX900）
10:45　ロサンジェルス着

８ ９日 (日)

13:00　ロサンジェルス発
　　　（JL061）

午 前　コスタ・リカ側と
　　　 ミニッツ案作成・確認

16:20　成田着

18:00　ミニッツ署名・交換
　　　（科学技術省次官、関連省庁代表、CEFOF所長、総務部長、アカデミックディレクターらが出席）

９ 10日 (月)

19:00　JICAコスタ・リカ事務所主催夕食会
 7:30　サンホセ発（MX386）10 11日 (火)
11:25　メキシコ市着
 8:40　メキシコ市発（MX900）
10:45　ロサンジェルス着

11 12日 (水)

13:00　ロサンジェルス発（JL061）
12 13日 (木) 16:20　成田着

１－５　主要面談者リスト

＜コスタ・リカ側＞

(1) 科学技術省

Mr. Fernando Gutierrez Vice Minister

(2) CEFOF

１）Board Memebr of Directors

Mr. Marvin Herrera Representive of Ministry of Work and Social Security

Mr. Orlando Morarles Representive of Ministry of Public Education
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Mr. Jeannethe Soto Representive of INA

Mr. Luis Javier Blandino Representive of UCCAEP

Mr. Littleton Bolton Representive of Ministry of Chamber of Industry

of Costa Rica

Mr. Armando Rojas Representive of Ministry of Economy,

Industry and Commerce

２）Staff

Mr. Olman Munoz Cespedes Executive Director

Mr. Geraldo Soto Zuniga Administrative Director

Mr. Sergio Gonzalez Duarte Academic Director

Mr. Jose Raul Gutierrez Quality Management Coordinator

Mr. Marcelo Meza Information  Management Coordinator

Mr. Hugo Brian Productivity Management Coordinator

Mr. Carmen Gonzalez Laboratories Assurance Coordinator

Mr. Hazel Rojas Staff Members

Mr. Enrique Gonzalez Staff Members

Mr. Nuria Alfaro Staff Members

(3) 国際労働機関（ILO）

Mr. Juan Carlos Bossio Rotondo 労働環境スペシャリスト

(4) 中米経済統合銀行（CABEI）

Mr. Eugenio Morales

(5) 米州開発銀行（IBD）

Mr. Miguel Rosales 地域担当スペシャリスト

(6) National Bank

Mr. David Gaspar Zuniga ディレクター

Mr. Alvaro Matteutcci Alonso 農村振興担当ディレクター

(7) PRONAMYPE（零細小企業支援国家プログラム）

Mr. Edgar Briceno R 零細小企業振興担当ディレクター

＜日本側＞

(1) 在コスタ・リカ日本国大使館

　杉内　直敏 特命全権大使

(2) JICAコスタ・リカ駐在員事務所

　大峯　保広 所長
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現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

第１　協力案件
　　　の概要
１　プロジェク
　　トの名称

２　実施機関
(1) 所管官庁

(2) 実施機関
１）名称

・日本側の左記案を説明し
たうえで、コスタ・リカ
側から、生産性向上の対
象を明確にしたいとの要
望があったため、英語名
を「Project on Producti-
vity Improvement for
Enter-prises」とするこ
とで合意し、ミニッツに
記載した。なお、今後プ
ロジェクトの内容を協議
していくなかで変更の可
能性もあり得ることを確
認した。

・左記に変更のないことを
再確認し、ミニッツに記
載した。

・左記に変更のないことを
再確認し、ミニッツに記
載した。

・プロジェクトの内容をよ
り正確に表現する名称と
して以下の案を提案し、
コスタ・リカ側と協議
し、結果をミニッツに記
載する。日本側の案は以
下のとおり。
（日）生産性向上プロ

ジェクト
（英）Project on

Productivity
Improvement

・左記に変更のないことを
再確認し、ミニッツに記
載する。

・左記に変更のないことを
再確認し、ミニッツに記
載する。

・「CEFOF as a Productivity Center」
という名称が要請書に記載されてい
たため、基礎調査においてはとりあ
えず同名称をプロジェクトの名称と
したが、今後プロジェクトの内容を
協議していくなかで変更の可能性も
あり得ることを確認した。

・科学技術省
1994年にCEFOFの監督省庁が教育
省から科学技術省に代わった後、
1998年には行政改革の一環として、
農業牧畜省の大臣が科学技術省の大
臣を兼務することになった。ただ
し、機能的には、従来どおりの独立
した省庁の役割を果たしている。な
お、同省次官はCEFOF理事長を務
めている。

・中米域内産業技術育成センター
（The Technical Instructor and
Personnel Training Center for
Industrial Development of Central
America in the Republic of Costa
Rica: CEFOF）

第２章　対処方針および調査結果第２章　対処方針および調査結果第２章　対処方針および調査結果第２章　対処方針および調査結果第２章　対処方針および調査結果
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現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

２）設立の経緯
　　および活動
　　内容

３）組織

・左記に変更のないことを
再確認するとともに、研
修サービスの各コース別
実績を確認し、ミニッツ
に添付した。（Annex 5、
Annex 6）

・左記を再確認し、CEFOF
の組織図をミニッツに添
付した。（Annex 2）

・左記現状および活動実績
の詳細を確認し、必要に
応じ、ミニッツに記載す
る。

・左記現状を再確認し、必
要に応じ、ミニッツに記
載する。

・1992～ 1997年
日本政府からの無償資金協力を得て
1992年に設立されたCEFOFでは、
「コスタ・リカを含む中米諸国の産
業発展に役立つ人材の育成を図るセ
ンターが自主運営できるよう、適切
な技術をコスタ・リカ側カウンター
パートに技術指導する」ことを目的
として、プロジェクト方式技術協力
が1992年から1997年まで実施され、
生産管理・品質管理（工業一般、繊
維、アパレル、食品）および情報処
理（データベース、システム分析設
計、オペレーティングシステム、ア
プリケーションソフトウェア）の分
野にかかわる技術移転が行われた。

・1997年～
フェーズⅠの成果として、コスタ・
リカ国内および中米域内の中小企業
を対象に、5S、QC、TPM、監督者
訓練コース、情報処理分野のアプリ
ケーション、ラボラトリーの試験検
査に係る研修サービスを実施してい
る。また、フェーズⅠの知識と技術
を活用して、5Sを中心としたアドバ
イス活動（Technical Assistance）を
独自に開始し、CABEI（中米経済統
合銀行）プロジェクトを通じて、食
品加工と金属加工にかかわる中小企
業を対象に実施した。

・1999年に、生産性にかかわる企業か
らの多様化および複合化したニーズ
に対応するため、事業部（Academic
depa-rtment）の各スタッフを専門
分野別（Production Management,
Quality Management, Environ-
mental Management, Information
Technology, Quality Assurance
Laboratory）にグループ分けし、将
来的に以下の生産性センターの４つ
の柱となる事業に対応できるよう、
組織改編を行った。



調 査 項 目

－8－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

４）人員配置

５）予算措置

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付した。

　（Annex 4）

・左記を再確認するととも
に、事業別収入額を確認
し、ミニッツに添付し
た。（Annex 3-1、3-2）

・左記現状を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記現状を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

① Education, Training & Techni-
cal Improvement
② Technical Assistance & Con-

sultancy
③ Information and Promotion of

the Productivty
④ Projects Development

・基礎調査時に人員体制を以下のとお
り確認し、ミニッツに記載した。

・基礎調査時に予算措置について以下
のとおり確認し、ミニッツに記載し
た。

部　　　　門 職員数
Executive Director（所長） 1
 Secretary 1
 Marketing/Institutional Communications 2
 Planning and Services  Control 1
Academic Director 1
 Secretary 1
 Production Management 6
 Quality Management 7
 Environmental Management 3
 Information Technology 8
 Quality Assurance Laboratory 7
Administrative and Financial Director 1
 Human Resources 1
 Supplies 1
 Finance Accounting 3
General Services 6
 Reception 1
 Registration 1
 Information and Doc. Center 1

合　　　　計 53

年　　度 1992 1993 1994
自己収入 0.00 0.60 9.10
政府補助金 16.60 72.00 100.00
合　　計 16.60 72.60 109.10

自己収入/合計 0.00 0.01 0.08

1995 1996 1997 1998 1999
13.80 20.60 30.80 40.40 52.00
103.50 110.90 139.90 140.00 148.00
117.30 131.50 170.70 180.40 200.00
0.12 0.16 0.18 0.22 0.26

2000 2001 2002 2003 2004
67.00 77.86 89.53 102.96 118.41
160.00 184.00 211.60 243.34 279.84
227.00 261.86 301.13 346.30 398.25
0.30 0.30 0.30 0.30 0.30



調 査 項 目

－9－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(3) 関連団体

(4) プロジェク
　　トの責任者
１）総括責任者

２）実施責任者

３　プロジェク
　　トの内容
(1) ターゲット
　　グループお
　　よびニーズ

・左記について確認したと
ころ、プロジェクトの実
施にあたり、FUDESPRO
の予算を用いてプロジェ
クトで使用する機材の一
部について購入や補充な
どを行う可能性があるこ
とを確認した。

・左記について、変更のな
いことを再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記について、変更のな
いことを再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記について説明し、理
解を得、ミニッツに記載
した。

・本プロジェクト実施にお
けるFUDESPROの関与
の有無および内容を確認
し、必要に応じて、ミ
ニッツに記載する。

・左記について、変更のな
いことを再確認し、結果
をミニッツに記載する。

・左記について、変更のな
いことを再確認し、結果
をミニッツに記載する。

・５年間のプロジェクトで
はプロジェクトの成果を
中米域内まで拡大するこ
とは困難であるため、プ
ロジェクト期間内は、主
としてコスタ・リカ国内
の中小企業を対象にカウ
ンターパートに対する
OJT活動を行う。

・ただし、広域技術協力推
進事業のスキームを用い
て、中米域内企業につい
ても一部活動の対象に含
めることができる旨をコ
スタ・リカ側に説明し、
理解を得、ミニッツに記
載する。

・生産性開発財団（FUDESPRO）
CEFOFは1997年にFUDESPROと
いう財団組織を設立し、CEFOFの
法的位置づけがコミュニティカレッ
ジであるために予算上の制約から対
応できない業務、たとえば外部講師
の傭上、資金的支援プロジェクトの
請負実施、C E F O F 職員の研修、
CEFOF向けの機材の購入や補充な
どを行わせている。

・CEFOF所長（Executive Director）

・CEFOF事業部長
　（Academic Director）

・基礎調査において、本プロジェクト
の直接の対象はCEFOFの職員であ
るが、プロジェクトの進展に伴って
コスタ・リカ国内および中米域内の
中小企業をターゲットグループとす
ることを確認のうえ、ミニッツに記
載した。



調 査 項 目

－10－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・理事会メンバーや国際機
関事務所との意見交換を
通じて、零細、小および
中企業が本プロジェクト
のターゲットグループに
なる可能性が高いことを
確認した。

・ただし、ある程度以上の
規模の企業であれば、有
償コンサルティングサー
ビスを実施できる可能性
があるものの、零細およ
び小企業については無償
でしかコンサルティング
サービスを実施できる可
能性が低いため、零細お
よび小企業支援向け融資
プログラムを実施してい
る政府系融資団体や国際
機関などとの連携が必要
と考えられる。

・具体的な企業の選定条件
と選定方法については、
時間的制約から今回は協
議ができなかったが、プ
ロジェクト期間中のOJT
を通じた技術移転につい
ては、コスタ・リカ側が
無償コンサルティング
サービスを通じて実施す
る考えをもっていること
を確認した。
　また、CEFOFが有す
る顧客企業リストを活用
して企業を選定していく
考えであることを確認
し、同リストを５月末ま
でに日本側に提出するよ
う依頼した。

・企業および理事会メン
バーなどとの意見交換を
通じてコスタ・リカ企業
のニーズなどについて聴
取したうえで、ターゲッ
トグループの絞り込みの
要否についてコスタ・リ
カ側と協議する。あわせ
て、プロジェクトの技術
移転にかかる実習の場と
しての、企業の選定条件
および選定方法につい
て、可能な限りコスタ・
リカ側と協議し、結果を
ミニッツに記載する。

・CEFOFによると、ターゲットグ
ループとして、製造業、サービス業
の中小企業をあげている。



調 査 項 目

－11－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(2) 技術移転分
　　野

(3) 技術移転項
　　目および方
　　法

・左記について、変更のな
いことを再確認し、ミ
ニッツに記載した。な
お、生産性測定と普及促
進はそれぞれの技術移転
形態（Knowledge Tra-
nsfer, Skills Transfer,
Information Provision）
が異なることから、「生
産性測定/普及促進」の
分野名のもとに、生産性
測定と普及促進を区別し
た表を作成し、ミニッツ
に添付した。（Annex 11）

・左記日本側 TCP案を提
示し協議を行ったが、コ
スタ・リカ側からもTCP
案の提示があったため、
１案に統合し、ミニッツ
に添付した。（Annex 12）

・主な変更内容は以下のと
おり。

１）大項目「生産性向上に
係るコア知識」の中項目
であった普及促進にかか
る技術移転項目を、大項
目として独立させること
によって、普及促進の内
容を明確にした。

２）小項目レベルでコス
タ・リカ側からの要望を
取り入れた。

・左記について、変更ない
ことを再確認し、結果を
ミニッツに記載する。

・企業や理事会メンバーな
どとの意見交換結果、お
よびカウンターパートの
技術レベルなどを勘案
し、左記のTCPなどにつ
いて協議のうえ、結果を
ミニッツに記載する。

・基礎調査の協議を通じて協力の内容
を絞った結果、生産性向上にかかる
管理技術を技術移転分野のコアとし
て同技術の基礎をカウンターパート
に教授するとともに、カウンター
パートがこれらの技術を用いて企業
コンサルティングや生産性測定が行
えるようになることを目標とし、技
術移転分野を以下のとおり絞り込
み、ミニッツに記載した。なお、普
及促進については、情報提供を行う
分野として整理した。
ａ）生産管理
ｂ）品質管理
ｃ）経営管理
ｄ）生産性測定/普及促進

・基礎調査実施後、日本において、技
術移転にかかる計画管理表として、
技術協力計画（TCP）（案）を別添１
のとおり作成した。



調 査 項 目

－12－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・技術移転の方法につい
て、左記のとおり用語を
定義したうえで、以下の
とおり合意し、ミニッツ
に記載した。
ａ）１年目

OFF-JTを通じて、「生
産性向上にかかるコア
知識」を技術移転す
る。

ｂ）２年目から４年目に
かけて
OFF-JTとOJTの両方
を通じて、特にOJTに
重点を置いて技術移転
が行われる。
OFF-JTでは、各技術
移転分野においてより
専門化した項目を技術
移転し、OJTでは、企
業の現場におけるコン
サルティング活動を通
じて技術移転が行われ
る。

ｃ）５年目
専門家の指導なしにカ
ウンターパートがコン
サルティングサービス
を実施できるようにな
る こ と 、 お よ び
CEFOF独自のコンサ
ルティングモデルを開
発できるようになるこ
とを目的として、OJT
が行われる。

・左記についてコスタ・リ
カ側の理解を得、ミニッ
ツに記載する。

・基礎調査実施後、日本での技術協力
計画（TCP）（案）の作成に伴い、技
術移転の方法について、以下のとお
り整理した。

１）On-the-job training (OJT)
有償、無償問わず、企業に対する
サービス実務の一環として行われる
技術移転

２）Off-the-job training (OFF-JT)
上記１）とは別に、専門家からの講
義および実技指導を通じて行われる
技術移転



調 査 項 目

－13－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(4) カウンター
　　パートの配
　　置

(5) 協力終了時
　　のカウンタ
　　ーパートの
　　レベルにか
　　かるイメー
　　ジ

・コスタ・リカ側としては、
既存の事業とのバランス
から、カウンターパート
をフルタイムで技術移転
に専念させることは難し
いという発言があったも
のの、日本側としては、
OFF-JTが中心の１年目
は１週間に最低約15～16
時間、OJTが始まる２年
目以降はフルタイムでカ
ウンターパートを配置し
なければ、５年間でのコ
ンサルタント育成は難し
い旨を説明し、コスタ・リ
カ側の理解を得、ミニッ
ツに記載した。

・当初、コスタ・リカ側は、
事業部門（Academic De-
partment）の職員全員
が、それぞれの専門性に
おいて、コンサルティン
グ活動を実施できるよう
になることを希望してい
たが、プロジェクトが責
任をもってコンサルタン
トを育成できる人数には
限界があるため、OJTが
始まる２年目以降のフル
タイムカウンターパート
を約３名程度に絞って技
術移転を行うこととした。

・ただし、２年目以降のフ
ルタイムカウンターパー
トの数を限るものの、転
職の可能性を考慮すると
繰り上げのカウンター
パート候補者を確保する
必要性があるため、OFF-
JTを中心とした１年目
は多めのカウンターパー
トを配置するとともに、
２年目以降もパートタイ
ムカウンターパートを配
置することとした。

・カウンターパートが技術
移転に専念することがで
きる時間を含め、コス
タ・リカ側の体制を確認
し、TCP（案）に反映さ
せる。

・コスタ・リカ側の考え方
を聴取したうえで、カウ
ンターパート専任体制に
ついて協議し、結果をミ
ニッツに記載する。

・コスタ・リカ側の考え方
を聴取したうえで、左記
について協議を行い、結
果をミニッツに記載す
る。

・基礎調査では、時間的制約からコス
タ・リカ側から正式なカウンター
パート候補者のリストは提出されな
かったが、本プロジェクトの技術移
転の対象部門であるAcademic部門
の職員のリストが提出されたので、
ミニッツに添付するとともに、今後
カウンターパートを絞り込んでいく
こととした。

・基礎調査実施後、日本において、協
力終了時点にカウンターパートが到
達すべきイメージについて検討した
ところ、基本的には、各技術移転分
野に配置されたカウンターパートに
ついては全員が同じレベルの業務を
実施できることをめざして技術移転
を行うものの、技術移転の進展とと
もに、上記カウンターパート間で習
熟レベルについて差が生じることが
予想される。このため、中途段階で
カウンターパートをレベル別にグ
ループ化し、最終的には企業コンサ
ルティングを独自に実施できるよう
になるシニアレベルカウンターパー
トを確保するよう、選別する対応策
を検討する必要がある。



調 査 項 目

－14－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(6) サービスの
　　内容・方法
　　のイメージ
１）コンサルテ
　　ィングサー
　　ビスにかか
　　る対象企業
　　の選定

２）情報サービ
　　ス

・前述(1)を参照

・左記の日本側案を提示し
たうえでコスタ・リカ側
と協議した結果、情報
サービスの内容について
コスタ・リカ側から、セ
ミナーの実施を中心とす
るものの、普及促進に関
連するその他の活動も含
めてほしいとの強い要望
があったため、短期専門
家派遣による情報提供で
対応できる範囲で行うこ
とを合意した。
その結果、「情報サービ
ス」という名称について
も「情報・普及促進サー
ビス」と変更し、サービ
ス内容を以下のとおりと
して合意し、ミニッツに
記載した。
ａ）普及促進にかかるセ
ミナーおよびその他の
活動の実施

ｂ）生産性統計の作成
① セミミクロ
（産業別）

② ミクロ（企業別）

・現場における実習の場と
して、企業選定の方法お
よび企業からの協力の可
能性（有償および無償）
などについて、コスタ・
リカ側と協議し、結果を
ミニッツに記載する。

・左記につきコスタ・リカ
側と検討し、結果をミ
ニッツに記載する。ま
た、左記ｂ）については、
生データの収集方法およ
び統計の刊行頻度、利用
方法などについてコス
タ・リカ側と協議・確認
し、結果をミニッツにま
とめる。

・基礎調査実施後、日本において、具
体的な外部へのサービス内容を検討
した結果、とりあえず以下のとおり
とした。（後述４(3)と関連）
ａ）セミナーの開催
ｂ）生産性統計の作成
① セミミクロ（産業別）
② ミクロ（企業別）



調 査 項 目

－15－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(7) 情報技術分
　　野の扱い

４　プロジェク
　　トの基本計
　　画

(1) 上位目標

・情報技術分野にかかる技
術移転については、企業
コンサルティングサービ
スの実施を主たる目的と
した本協力の範囲から外
したが、コンサルティン
グサービスの実施にも情
報技術分野の知識が不可
欠であることから、プロ
ジェクトの実施に対する
情報技術分野のCEFOF
職員による後方支援が重
要と考えられる。期待さ
れる主な役割は以下のと
おり。
ａ）インターネット、イ
ントラネットの構築

ｂ）生産性向上・品質管
理技術移転のための
データベース構築

ｃ）企業資源管理（ERP）
などの統合アプリケー
ションの導入と指導

ｄ）生産性統計開発に必
要なプロジェクト管理
体制の確立

ｅ）品質管理講座の開発
なお、上記役割に関す
る詳細については、機
材・研修計画団員の報
告書を参照。

・左記の修正案をコスタ・
リカ側に提示したうえ
で、協議した結果、以下
のとおり合意した。

・左記の対処方針案のとお
り合意し、ミニッツに記
載した。

・上記技術協力計画の検討
に伴い、より明確な表現
をするため以下の修正案
を提案のうえ、コスタ・
リカ側と協議し、結果を
ミニッツに記載する。

・コスタ・リカ国内および
中 米 域 内 に お い て 、
CEFOFを通じ、生産性
向上の活動が活発化す
る。

・基礎調査の協議の結果、以下のとお
りミニッツに記載した。

・生産性向上の概念と技術が、CEFOF
の活動を通じて、コスタ・リカ国内お
よび中米域内に普及される。



調 査 項 目

－16－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(2) プロジェク
　　ト目標

(3) 成果

・左記の対処方針案のとお
り合意し、ミニッツに記
載した。

・左記の対処方針案の３の
成果については、前記３
(6)の２）のサービス名
の変更に伴い、「情報
サービス」を「情報・普
及促進サービス」に変更
することで合意し、以下
のとおりミニッツに記載
した。

０　プロジェクトの運営管
理体制が整備される。

１　カウンターパートの生
産性向上分野にかかる技
術レベルが向上される。

２　コンサルティングサー
ビスが体系的に実施され
る。

３　情報・普及促進サービ
スが改善される。

・CEFOFが、コスタ・リカ
国内において、生産性向
上にかかわる活動を実施
し、レベルを向上できる
ようになる。

０　プロジェクトの運営管
理体制が整備される。

１　カウンターパートの生
産性向上分野にかかる技
術レベルが向上される。

２　コンサルティングサー
ビスが体系的に実施され
る。

３　情報サービスが改善さ
れる。

・成果については、当初の
左記成果１を左記成果０
のなかに含めることにし
た。また、対外サービス
活動については、コンサ
ルティングサービスの実
施に加えて、研修サービ
スの拡充をプロジェクト
期間内に達成すること
は、時間的制約から現実
的ではないため、成果か
ら研修サービスを外し
た。また、生産性統計の
取りまとめおよびセミ
ナーなどの対外的な情報
サービスの改善を、成果
４として整理することと
する。

・域内生産性センターとして、CEFOF
が、生産性向上の技術と知識にかか
わる能力を向上および開発できるよ
うになる。

０　プロジェクトの運営管理体制が整
備される。

１　生産性向上分野の活動に必要な機
材が整備され、適切に維持管理され
る。

２　カウンターパートの生産性向上分
野にかかる技術レベルが向上され
る。

３　セミナーおよび研修サービスが改
善される。

４　コンサルティングサービスが体系
的に実施される。



調 査 項 目

－17－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(4) 活動 ・左記の対処方針案の３の
成果については、上記３
(6)の２）のサービス名
の変更に伴い、「情報
サービス」を「情報・普
及促進サービス」に変更
することで合意し、以下
のとおりミニッツに記載
した。

(0-1) 人員の配置
(0-2) 活動計画の策定
(0-3) 予算立案および執行
(0-4) 運営管理システムの
整備

(0-5) 機材の維持管理
(1-1) カウンターパートの
技術レベルを査定

(1-2) 技術協力計画の策定
(1-3) カウンターパートへ
の技術移転の実施

(1-4) カウンターパートへ
の技術移転の実施状況の
モニタリング･評価

(2-1) コンサルティング
サービス計画の策定

(2-2) 企業訪問を通じた顧
客調査

(2-3) コンサルティングモ
デルの確立

(2-4) コンサルティング
サービスの実施

(2-5) コンサルティング
サービスの実施状況のモ
ニタリング･評価

(3-1) 情報･普及促進サー
ビス計画の策定

(3-2) 情報･普及促進サー
ビスの実施

(3-3) 情報･普及促進サー
ビスの実施状況のモニタ
リング･評価

・上記成果に伴い、次の案
とする。

(0-1) 人員の配置
(0-2) 活動計画の策定
(0-3) 予算立案および執行
(0-4) 運営管理システムの
整備

(0-5) 機材の維持管理
(1-1) カウンターパートの
技術レベルを査定

(1-2) 技術協力計画の策定
(1-3) カウンターパートへ
の技術移転の実施

(1-4) カウンターパートへ
の技術移転の実施状況の
モニタリング･評価

(2-1) コンサルティング
サービス計画の策定

(2-2) 企業訪問を通じた顧
客調査

(2-3) コンサルティングモ
デルの確立

(2-4) コンサルティング
サービスの実施

(2-5) コンサルティング
サービスの実施状況のモ
ニタリング･評価

(3-1) 情報サービス計画の
策定

(3-2) 情報サービスの実施
(3-3) 情報サービスの実施
状況のモニタリング･評
価



調 査 項 目

－18－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

５　協力期間及
　　び開始時期
(1) 協力期間

(2) 開始時期

６　日本側投入

・左記につき、コスタ・リ
カ側に説明したうえで、
協力期間を５年とするこ
とで合意し、ミニッツに
記載した。

・左記の実施協議調査およ
びプロジェクト開始時期
につき、コスタ・リカ側
に説明し、理解を得、ミ
ニッツに記載した。

・なお、R/Dの署名式には
大統領の出席を予定して
いるところから、R/Dの
署名式の月日を約３カ月
前には連絡してほしい旨
の要望がコスタ・リカ側
からあった。

・左記につき、コスタ・リ
カ側に説明し、理解を
得、ミニッツに記載し
た。

・左記につき、コスタ・リ
カ側に説明し、理解を
得、ミニッツに記載す
る。

・開始時期についてコス
タ・リカ側と協議し、結
果をミニッツに記載す
る。なお、日本側案は以
下のとおり。
１）実施協議調査：
　2000年度第３四半期
２）プロジェクト開始：
　2000年度第４四半期

・左記について、必要に応
じて、再度コスタ・リカ
側に説明する。

・基礎調査において、協力期間につい
ては４～５年間としてミニッツに記
載した。

・基礎調査実施後、日本において検討
したところ、プロジェクトにおける
コンサルタント育成には、協力期間
がすくなくとも５年間は必要である
ことから、日本側の案は５年間。

・基礎調査において、2000年度中にプ
ロジェクトを開始することを検討す
る旨伝え、ミニッツに記載した。

・基礎調査において、プロジェクト方
式技術協力は長期専門家による技術
移転が主軸であり、短期専門家、研
修員受入で補完するとともに、機材
は技術移転のためのツールとしての
位置づけであることをコスタ・リカ
側に説明した。



調 査 項 目

－19－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(1) 専門家派遣
１）長期専門家

２）短期専門家

３）研修員受入
　　れ

・左記ａ）～ｆ）の専門分
野の長期専門家６名を派
遣することし、その旨ミ
ニッツに記載した。

・短期専門家の派遣が予想
される技術移転項目およ
び時期については、TCP
案（Annex 12）に暫定的
に記載したが、具体的な
内容、時期および人数に
ついては、毎年、専門家
チームとCEFOFで協議
して決定することをコス
タ・リカ側に説明した。

・左記を説明し、理解を
得、ミニッツに記載し
た。

・TCP（案）のとおり、情
報提供にとどめる技術移
転項目については、研修
員受入れにより対応する
ことを合意した。

・上記の協議結果を踏ま
え、必要な長期専門家の
指導科目、人数および派
遣期間を協議し、結果を
ミニッツに記載する。な
お、これについては、専
門家のリクルート状況に
よって変更があり得る旨
を説明する。なお、日本
側の案は以下のとおり。
ａ）チーフアドバイザー
ｂ）業務調整員
ｃ）生産管理
ｄ）品質管理
ｅ）経営管理
ｆ）生産性測定
（３年目以降）

・上記３(3)のTCPの協議
を踏まえて、現時点で想
定される短期専門家の派
遣分野、時期について確
認・協議する。

・毎年０～３名程度の研修
員受入れが可能であるこ
とをコスタ・リカ側に説
明し、理解を得、ミニッ
ツに記載する。

・上記３(3)のTCPの協議
を踏まえて、研修員受入
れによる対応が予想され
る項目につき、協議・確
認する。



調 査 項 目

－20－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・フェーズⅠで日本側から
供与された機材機器につ
いて、維持管理状況が非
常によく、今日でも問題
なく使用されているもの
がある一方、陳腐化した
パソコン類や稼働しない
サーバーも存在する。な
お、機材機器の現況にか
かる詳細については、機
材・研修計画団員の報告
書を参照。

・供与機材にかかるコス
タ・リカ側からの要望内
容について、まずコス
タ・リカ側に優先順位を
付けさせたうえで、要望
内容を聴取した。結果に
ついては、機材・研修計
画団員の報告書を参照。

・上記のコスタ・リカ側か
らの要望内容および協力
の内容を勘案した結果、
以下の２点に該当する機
材を供与することとし、
そのリストを作成し、ミ
ニ ッ ツ に 添 付 し た
（Annex 16）。なお、今後
必要に応じて変更の可能
性もあり得ることを確認
した。
ａ）コンサルティング活
動および情報・普及促
進サービスの実施にか
かる技術移転に必要な
機材

ｂ）プロジェクト運営管
理に必要な機材

なお、機材の内容および
数量の根拠については、
機材・研修計画団員の報
告書を参照。

・使用目的、稼働状況およ
び維持管理状況などを含
めて、本プロジェクトの
技術分野に関連する機材
の現況確認を行う。

・コスタ・リカ側との協議
では、日本側から供与さ
れる機材が基本的にプロ
ジェクトの実施に必要な
機材のみに限られること
を説明したうえで、必要
な機材について、コス
タ・リカ側から要望を聴
取する。

・上記の機材の現況確認結
果およびコスタ・リカ側
からの要望内容を勘案す
るとともに、コスタ・リ
カ側での対応の可否いか
んを確認のうえ、機材供
与リスト（案）を作成し、
ミニッツに記載する。

４）機材供与



調 査 項 目

－21－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・なお、日本側で今後機材
の詳細仕様を作成し、コ
スタ・リカ側に送付する
必要がある。

・また、供与機材リストに
あるソフトアプリケー
ション、書籍、雑誌およ
びビデオの内容について
は、コスタ・リカ側が、と
りあえず以下の数のリス
トを、優勢順位を付け
て、５月末までに日本側
に提出することで合意
し、その旨ミニッツに添
付した。（Annex 22）
ａ）ソフトアプリケー
ション　２個

ｂ）書籍　100冊
ｃ）専門雑誌　12冊
ｄ）ビデオ　40本

・左記の考え方に基づき、
上記の供与機材リスト
（案）を作成した。
　（Annex 16）

・なお、情報処理分野にか
かわる機材については、
TCPの技術移転項目の日
本側案に一部含まれてい
るものの、前記４(3)の
成果に関する協議を踏ま
え、本プロジェクトで同
項目に関する研修コース
を実施することは活動範
囲外とする。基本的には
研修コースにかかる機材
は対象とせず、プロジェ
クトの実施に必要な事業
管理にかかわる機材のみ
を供与の検討対象とする
こととし、必要に応じて
コスタ・リカ側に説明
し、理解を得、ミニッツ
に記載する。



調 査 項 目

－22－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・プロジェクトのコスタ・
リカ側の運営体制を確認
し、ミニッツに添付した。
（Annex 7、Annex 10）

・コスタ・リカ側からカウ
ンターパート候補者とし
て提示があった事業部門
の職員19名に対して、技
術移転計画団員がインタ
ビューを行った。傾向と
しては、フェーズⅠの経
験者と未経験者のカウン
ターパート間では、能力
的に大きな開きが見受け
られたり、一部の専門分
野に知識が片寄っている
カウンターパートが少な
からず存在した。詳細に
ついては、技術移転計画
団員の報告書参照。

・基礎調査において、CEFOFの組織
および人員体制を確認し、ミニッツ
に記載した。

１）カウンターパート
　基礎調査において、時間的制約か
らコスタ・リカ側から正式なカウン
ターパート候補者のリストは提出さ
れなかったが、本プロジェクトの技
術移転の対象部門であるAcademic
部門の職員のリストが提出されたの
で、ミニッツに添付するとともに、
今後カウンターパートを絞り込んで
いくこととした。

・左記を再確認するととも
に、プロジェクトのコス
タ・リカ側の運営体制を
確認する。

・カウンターパートとのイ
ンタビューを通じて、各
カウンターパートの技術
レベルおよびルーティン
ワークの現状などを調査
する。

７　コスタ・リ
　　カ側投入
(1) プロジェク
　　ト運営体制

(2) カウンター
　　パート配置



調 査 項 目

－23－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

１）１年目のカウンター
パート配置

・上記インタビュー結果お
よびコスタ・リカ側との
協議結果などを踏まえ、
１年目のカウンターパー
トとして、上記候補者19
名を技術移転項目別に以
下のとおり配置するよう
コスタ・リカ側に提案し
た。コスタ・リカ側は同
意したものの、カウン
ターパートのモチベー
ションの低下を避けるた
め、現時点ではミニッツ
にはシニア、メインおよ
びパートタイムの区別を
記載しないようにコス
タ・リカ側から要望が
あったため、ミニッツに
は各技術移転分野別にと
どめたカウンターパート
配置表を添付した。

　（Annex 10）

ａ）品質管理
① シニア

Hazel Rojas Garcia
Luigi Longhi Cordoba
Jose Raul Gutierrez

② メイン
Pedro Moreira
Roxana Montoya
Marianela Arias

Avendano
③ パートタイム

Carmen Gonzalez
Nuria Alfaro

ｂ）生産管理
① シニア

Hugo Brian
② メイン

Tany Lind
Enrique Gonzalez
Marvin Herrera

・技術移転内容および技術
移転の方法などに関する
協議結果、ならびに上記
のカウンターパート候補
者とのインタビュー結果
を踏まえ、各技術移転分
野別にカウンターパート
配置計画を協議し、結果
をミニッツに記載する。



調 査 項 目

－24－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

ｃ）経営管理
① シニア

Jose Arce
② メイン

Gregorio Arce
Carlos Herrera
Zianne Ramirez

③ パートタイム
Marcelo Meza

ｄ）生産性測定
① シニア

Eric Chavez
② メイン

Arlette Jimenez

・上記ａ）～ｄ）の各分野
ごとに、技術移転と日常
業務との調整や各分野の
取りまとめ役などを担当
するカウンターパート１
名をグループリーダーと
して任命することとし、
その氏名を９月末までに
日本側に報告するようコ
スタ・リカ側に依頼し
た。

・なお、上記シニア、メイ
ンおよびパートタイムの
定義の内容は以下のとお
り。

ａ）シニア
プロジェクト終了時点に
おいてコンサルティング
ビジネスやプログラムを
開発し、各技術移転分野
のリーダー的役割を果た
すことが期待されるレベ
ルの知識を、現時点にお
いてすでに備えており、
１年目のOFF-JTをフル
タイムで受講する必要が
ないカウンターパート。



調 査 項 目

－25－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

ｂ）メイン
プロジェクト終了時点に
おいてコンサルティング
活動を独力で実施できる
ようになれると判断され
るものの、現時点におい
ては基礎的知識が十分で
はないため、１年目の
OFF-JTをフルタイムで
受講する必要があるカウ
ンターパート。

ｃ）パートタイム
プロジェクトの範囲外の
関連ビジネスの開発を期
待され、プロジェクトの
技術移転の責任外にある
カウンターパート。

・また、上記シニア、メイ
ンおよびパートタイムカ
ウンターパートの技術移
転への関与形態は以下の
とおり。

・なお、最終日のミニッツ
の内容の確認段階におい
て、カウンターパート２
名を以下の技術移転分野
に追加したいとの要望が
コスタ・リカ側からあっ
たため、時間的制約から
インタビューを行わず、
とりあえずカウンター
パート配置表（Annex
10）に追加した。
ａ）品質管理

Rocio Avila
ｂ）生産性測定

Arlette Jimenez

OFF-JT OJT
C/P研修 短専 長専 短専 長専

フルタイム シニア Involved Partially Involved Involved
メイン Involved Involved Involved Involved Involved

パートタイム Involved Partially Involved



調 査 項 目

－26－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(3) 予算措置

２） 管理スタッフおよびサポーティン
グスタッフ

・プロジェクトの実施にあ
たり、プロジェクト専属
のセクレタリー、ドライ
バーなどのサポーティン
グスタッフの配置の必要
性を説明したうえで、コ
スタ・リカ側の配置の可
能性を確認し、結果をミ
ニッツに記載する。

・コスタ・リカ側によるプ
ロジェクトの実施に必要
な予算措置について確認
するとともに、確保の見
通しについて調査する。

・また、１年目のカウン
ターパートについて、今
後さらに人数を増やす可
能性があるとの発言がコ
スタ・リカ側からあった
ため、９月末までに最終
的な候補者のリストを日
本側に提出するようコス
タ・リカ側に依頼した。

２）２年目のカウンター
　パート配置

・２年目以降は、各技術移
転分野のカウンターパー
トを、上記シニアおよび
メインのカウンターパー
トから約３名程度のフル
タイムカウンターパート
に絞って、技術移転を行
う。それ以外のカウン
ターパートについては、
パートタイムカウンター
パートとする。

・コスタ・リカ側より、サ
ポーティングスタッフ
を、CEFOFの本来の活
動と兼任で、以下のとお
り配置する予定であると
の説明があり、関係者リ
ストに記載し、ミニッツ
に添付した。（Annex 10）
ａ）Secretary ４名
ｂ）Driver ２名

・コスタ・リカ側によるプ
ロジェクトの実施に必要
な予算措置について確認
し、ミニッツに添付し
た。（Annex 17）



調 査 項 目

－27－

現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

(4) 施設・設備

８　計画管理諸
　　表

９　国際機関等
　　の連携の可
　　能性

・CEFOFによると、現在CEFOFに
対する他機関からの援助はないとの
こと。

・ただし第三国研修の事前調査団報告
書（1997年）によると、過去には、
FUDESPROを通じて、国際機関か
ら以下の業務委託があった。

・必要に応じて、機材供与
リスト（案）をもとに、機
材レイアウトを作成す
る。

・専門家執務室の配置を確
認する。

・前記３の協議・検討結果
をもとに、以下の計画管
理諸表（案）を作成し、ミ
ニッツに添付する。
１）プロジェクト・デザ
イン・マトリックス

　（PDM）
２）技術協力計画
　（TCP）
３）活動計画（PO）
４）暫定実施計画（TSI）

・可能であれば、IDB、ILO
およびCABEIの各国際
機関の活動状況、事業方
針、主たるターゲットグ
ループ、今後の展望など
を確認するとともに、
C E F O F および本プロ
ジェクトとの今後の連携
の可能性について、各国
際機関との意見交換を行
う。

・時間的制約から供与機材
リスト案に基づいた機材
レイアウト図は作成でき
なかったが、既存のコン
ピューターのネットワー
ク図を作成し、ミニッツ
に添付した。（Annex 19）

・執務室の配置について
は、時間的制約からコス
タ・リカ側と協議できな
かったが、とりあえずコ
スタ・リカ側の配置案を
９月末までに日本側に提
出するよう依頼し、その
旨ミニッツに添付した。
（Annex 22）

・左記計画管理諸表を作成
し、ミニッツに添付し
た。
　なお、年次技術協力計
画（ATCP）、年次活動計
画（APO）、年次暫定実施
計画（ATSI）については、
実施協議調査団派遣時に
協議したうえで、作成す
ることとした。

・本調査では、IDB、ILOお
よびCABEIの国際機関
事務所、ならびにPRON
AMYPE（中小企業支援
国家プログラム）やNati-
onal Bankの中小企業向
け政府系融資機関と意見
交換を行った。
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現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

10　R/D案

11　合同調整委
　　員会

１）IDB（米州開発銀行）
IDB は、コスタ・リカに対して、
PROGRESE（企業プログラム、
1995年２月～1998年８月）を実施
し、FECAICA（Central American
Federation of Cambers and Indust-
rial Associations：中米域内の各商
工会議所などの上部連合体）が全
コースの49％の実施の委託を受け、
CEGESTIが残り51％のコースの実
施の委託を受けた。そのうち、
FEC AICAが委託された中小企業向
けのコースの一部がCEFOFによっ
て実施された。なお、コースの内容
は不明。

２）ILO（国際労働機関）
ILOの資金的協力により以下の２
コースを実施したが、1997年９月か
らの開始をめどに、中米をはじめ
キューバ、ハイティ、メキシコ、ド
ミニカ共和国の中小企業向けの研修
計画を作成中。

ａ）期間：1996年 12月５日～６日
場　所：ドミニカ共和国
対象者：中小企業経営者（25名）
研修科目：生産性向上のための戦略

ｂ）1997年４月28～ 29日
場　所：ニカラグァ
対象者：中小企業経営者（34名）
研修科目：生産性向上のための戦略

・基礎調査において、合同調整委員会
が技術移転の効率的実施のために設
置されるという点について説明し、
具体的な機能についてもミニッツに
記載した。

・フェーズⅠのR/Dを提示
し、本文については同様
の内容とすることについ
て、コスタ・リカ側の理
解を得る。

・業界との連携を強化する
ため、商工会議所などの
理事会メンバーが、合同
調整委員会に同委員とし
て、参加する必要性を、
コスタ・リカ側に説明す
る。

・どの団体も、コスタ・リ
カ国内の零細、小もしく
は中企業をターゲットグ
ループとしたプログラム
を実施しており、これら
の規模の企業に対して直
接、もしくは市中銀行な
どを介して融資を行った
り、また企業に技術支援
を実施しているNGOに
対しても財政的支援を
行っている。

・零細、小および中企業に
対する技術支援に対して
は、どの団体も財政的支
援を行う可能性がある旨
の発言があった。

・なお、上記の意見交換の
詳細については、技術協
力計画団員の報告書を参
照。

・左記R/Dサンプルを提示
し、内容についてコス
タ・リカ側の理解を得、
ミニッツに添付した。

　（Annex 21）

・産業界との連携を強化す
ることを目的として、工
業会議所の代表を合同調
整委員会のメンバーに含
めることとし、ミニッツ
に記載および添付した
（Annex 20）。
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現 状 お よ び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

12　使用言語

13　広報

14　今後のスケ
　　ジュール

15　専門家の生
　　活環境

・現地駐在員事務所によると、コス
タ・リカは従来、中南米のなかでは
治安が安定した国とされてきたが、
ここ数年犯罪が急激に増加し、特に
銃器による強盗が増加していた。最
近になり、経済的好転とともに、サ
ンホセ市内の一部の地域を除き治安
面が回復しつつある。なお、今回は
時間の制約があったため、プロジェ
クトサイトがあるアラフエラ市内に
ついて詳細な調査はできなかったた
め、今後、サンホセ市内を含め情報
収集を継続していく必要がある。

・原則として、技術移転は
英語で実施することを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・広報の重要性について、
コスタ・リカ側に説明
し、理解を得るととも
に、現行の広報体制を確
認し、必要な場合は結果
をミニッツに記載する。

・R/D調査団派遣は、前記
５の(2)のとおり、2000
年度第３四半期に実施を
予定している。なお、日
本に帰国後、本調査結果
を整理したうえで、R/D
調査団の派遣に向けて補
完調査を行う必要がある
と判断した場合は、2000
年度第２四半期に短期調
査員を派遣する可能性が
あることをコスタ・リカ
側に説明し、ミニッツに
記載する。

・専門家の生活環境、治安
状況について確認する。

・左記を説明し、ミニッツ
に記載した。

・実施協議の際の記者発表
やリーフレットの発行を
はじめ、プロジェクトの
広報の重要性について説
明し、コスタ・リカ側の
理解を得、ミニッツに記
載した。

・日本へ帰国後、補完調査
を実施する必要があると
判断した場合は、実施協
議調査団派遣までに、短
期調査員を派遣する可能
性があることをコスタ・
リカ側に説明し、ミニッ
ツに記載した。

・調査期間中、電気電電公
社の民営化に伴い、公共
部門のゼネストや道路封
鎖などが行われた結果、
調査に一部支障が出たも
のの、一般市民の生活に
は大きな影響はなく、治
安面で問題はみられらな
かった。
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第３章　調査・協議結果概要第３章　調査・協議結果概要第３章　調査・協議結果概要第３章　調査・協議結果概要第３章　調査・協議結果概要

３－１　プロジェクトの実施体制

(1) プロジェクトの名称

　日本語名：コスタ・リカ生産性向上計画

　英語名　：The Project on Productivity Improvement for Enterprises.

(2) 所管官庁

　本プロジェクトの実施機関であるCEFOFの所管官庁は、科学技術省であることを再確認し

た。

(3) 実施機関

　CEFOFの組織、予算、活動内容、人員配置、施設などについて調査した。

３－２　プロジェクトの内容

(1) 協力期間

　2000年10月から12月の間に派遣される実施協議調査における討議議事録にて、双方が合意し

た日から５年間とし、2001年１月から３月の間にはプロジェクトを開始することとした。

(2) プロジェクトの基本計画

１）プロジェクトの上位目標としては、対処方針どおり、「コスタ・リカ国内および中米域内

において、CEFOFを通じ生産性向上の活動が活発化する」ということで合意した。また、

プロジェクト目標としても、対処方針どおり、「CEFOFがコスタ・リカ国内において、生

産性向上にかかる活動を実施し、レベルを向上できるようになる」ということで合意した。

２）プロジェクトのアウトプットについては、コスタ・リカ側から普及促進にかかわる技術移

転を実施してほしい旨の要望があったものの、基礎調査の際に普及促進は情報提供にとどめ

るということで合意していることを説明したうえで、短期専門家の派遣で可能な限り対応す

ることで合意した。具体的なサービス内容としては、コンサルティングサービスの実施のほ

かに、生産性統計の作成および普及促進にかかるセミナーやその他の活動の実施を目的とし

て情報・普及促進サービスを含めることで合意した。
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(3) ターゲットグループ、技術移転分野および項目について

１）ターゲットグループ

　本プロジェクトの直接の対象はCEFOFの職員であるが、プロジェクトの進展に伴って、

主としてコスタ・リカ国内の中小企業を対象にカウンターパートに対するOJT活動を行う。

また、中米域内の企業については、広域技術協力推進事業のスキームを用いて、一部活動の

対象に含めることができる。

２）技術移転分野および項目

　基礎調査の際に合意した生産管理、品質管理、経営管理および生産性測定/普及促進の４

分野で変更がないことを確認した。技術移転項目については、双方が合意した技術協力計画

（TCP）案を、ミニッツのAnnex 12として添付した。

(4) 計画管理諸表の作成

　本調査においては、PDM、TCP、PO、TSIの諸表を作成し、双方が合意した。

(5) 技術移転の方法について

１）OJT (On-the-Job training)とOFF-JT (Off-the-Job training)の定義を以下のとおり定め

た。

ａ）OJT

　有償、無償問わず、企業に対するサービスの一環として行われる技術移転

ｂ）OFF-JT

　上記ａ）とは別に、専門家からの講義および実技指導を通じて行われる技術移転

２）技術移転の段階は以下のとおり。

ａ）１年目

　OFF-JTを通じて、「生産性向上にかかるコア知識」を技術移転する。

ｂ）２年目から４年目にかけて

　OFF-JTとOJTの両方を通じて技術移転が行われる。

　OFF-JTでは、各技術移転分野のより専門化した項目を扱い、OJTは、企業の現場にお

いて行われるコンサルティング活動を通じて実施される。

ｃ）５年目

　専門家の指導なしにカウンターパートがコンサルティング活動を実施できるようになる

とともに、コンサルティングモデルの開発を目的に、OJTが実施される。
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(6) カウンターパートの選定

　技術団員によるカウンターパートとのインタビュー結果に基づいて、OFF-JTを行う１年目

のカウンターパートとして、19名のカウンターパート候補者を技術移転分野別に分類した。ま

た、OJTが始まる２年目以降については、各技術移転分野のカウンターパートを３名程度に

絞ってフルタイムで技術移転を行っていくこととした。

(7) プロジェクトにおいて対象とするサービス内容

　プロジェクトにおいて対象とするサービス内容については、以下のとおりとした。

１）コンサルティングサービス

ａ）生産管理

ｂ）品質管理

ｃ）経営管理

２）情報・普及促進活動

ａ）生産性指標

①　セミミクロレベル

②　ミクロレベル

ｂ）普及促進にかかわるセミナーやその他の活動

３－３　投入内容

(1) 日本側投入内容

１）専門家派遣

　チーフアドバイザー、業務調整員、生産管理、品質管理、経営管理、生産性測定の長期専

門家を派遣する。

　短期専門家は必要に応じて派遣する。

　なお、１年目の投入計画は実施協議調査で協議する。

２）研修員の受入れ

ａ）人数

　年間０～３名の受入れ

ｂ）期間と時期

　期間と時期については、専門家チームとコスタ・リカ側間で協議される。

ｃ）分野

　カウンターパート研修で対応する暫定的な技術移転項目案については、Annex 12

（TCP）を参照。
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３）機材供与

　技術移転に必要な機材を供与するが、あくまでも供与機材は技術移転の道具であり、必要

最低限のもののみ供与されることを確認した結果、以下の目的に必要な機材を供与すること

で合意した。

ａ）コンサルティングサービスおよび情報・普及促進サービスの実施にかかる技術移転

ｂ）プロジェクトの運営管理

暫定的な供与機材リストを作成し、ミニッツに添付した。（Annex 16）

(2) コスタ・リカ側投入内容

１）カウンターパートの配置

　技術およびプロジェクト運営にかかるカウンターパートを配置することになっている。ま

た、２年目以降は、技術のカウンターパート３名についてはフルタイムで配置することで合

意している。

２）ローカルコストの負担

　プロジェクトの実施に必要なローカルコストを可能な限り負担する。

３）機材、機器、部品の提供

　日本側が供与する機材以外に、プロジェクトの実施に必要な機材、機器、スペアパーツな

どを提供すること。

４）専門家執務室

　プロジェクトの開始までに、専門家執務室を用意し、プロジェクトの実施に必要な機材機

器（デスク、電話、ファックス、複写機など）を設置すること。

３－４　その他

(1) 合同調整委員会

　プロジェクトと産業界の関係を強化するために、CEFOFの理事会メンバーである工業会議

所の代表を、合同調整委員会のメンバーに加えることとした。

(2) 広報

　実施協議調査、プロジェクト開始後、開所式などを通じて積極的な広報を実施する。

(3) 使用言語

　プロジェクトの使用言語は英語であることを確認した。



－34－

(4) A1、A2A3、A4およびR/D

　プロジェクト方式技術協力に必要な要請書類およびR/Dについて説明し、R/Dのサンプルを

ミニッツに添付した。

　さらに、この関連で、前述の１～14の各項目は暫定的なものであり、最終的には実施協議調

査において決定されることをあわせて確認した。

(5) 今後双方がフォローすべき事項

　実施協議調査団までに双方がフォローすべき事項を取りまとめ、ミニッツに添付した。

(6) 今後の予定

　実施協議調査団を派遣する前に、必要に応じて、短期調査員を派遣する可能性がある。
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第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見

(1) 中米地域センターとしての位置づけ

　コスタ・リカ側は、本プロジェクトを中米地域生産性センター設立に向けての道程として位

置づけることにこだわった。

　調査団は、協力期間中は技術移転に注力するため国内活動を主体とすべきこと、域内他国に

おける活動のための協力手段は協力期間最終年における広域技術協力事業によるものに限られ

ること、また生産性センターという表現は協力枠内の諸事業と必ずしも整合しないこと、につ

いて説明した。

　その結果、プロジェクトマスタープランにおいて、プロジェクト目標では国内活動に限定し

つつも、上位目標では地域活動をうたう表現とすることで合意をみた。

　CEFOFが構想する地域活動は、啓蒙活動、訓練、診断・指導、試験検査などを含むようで

ある。しかし現在のところ、あまり具体的な計画があるようにはうかがえなかった。とりあえ

ずは関係機関間の地域ネットワークの形成、生産性向上の啓蒙活動などを行いたい意向のよう

である。しかし、啓蒙活動は本件においては技術移転の対象でなく情報提供にとどまるとされ

ており、CEFOFの啓蒙活動をプロジェクトが側面支援する位置づけである。

　CEFOFへの協力はもともと域内事業の性格のゆえに開始された経緯があり、その方向への

発展が日本にとっても望ましいところであろう。広域技術協力事業や協力終了後の第三国研修

などでどのような地域活動を行うか、協力期間中を通じて計画を固めていくことが望まれる。

(2) ターゲットグループとしての中小企業

　本件における技術移転のターゲットグループは、協力の初期段階ではカウンターパートとな

るCEFOFの一部職員であるが、プロジェクトの進捗に従って国内の中小企業も含まれるよう

になる。カウンターパートへのOJTとして企業に対する診断・指導を行うことになっているか

らである。

　対象企業の選定にあたっては、OJTの場としての適性が考慮されるべきである。その際に効

率的な技術移転の観点から、大企業を排除しない柔軟性が求められよう。結果的に、多くの大

企業が選ばれる可能性も考えられよう。

　ちなみにコスタ・リカで中小企業の略語として用いられるMYPESは、しばしば中・小企業

の略としても、小・零細企業の略としても使われるようである。MYPESに対応する英語の略

語はSMEであろうが、Ｓがsmallの略であるのはよいとして、Ｍはmediumの略でも、また

microの略でもあり得るためのようである。CEFOFの資料では両者が併用されており、概念

の混乱があるかのようである。しかし今回訪問した「中小企業」支援機関の多くは小・零細企
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業を支援の主対象としており、政府の政策対象が小・零細企業に向かっていることをうかがわ

せた。

　対象企業の選定に関して、はじめに述べた技術移転の観点を主としつつもその次に述べた政

策対象の観点にも配慮をすべきであろう。
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